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令 和 元 年 ９ 月 

蒲郡市議会定例会 

議 案 番 号 件 名 備 考 

第 ２２号議案 

成年被後見人等の権利の制限に係る措置の適正化等を図るた

めの関係法律の整備に関する法律の施行に伴う関係条例の整

備に関する条例の制定について 

9 月 26 日 

原 案 可 決 

第 ２３号議案 
蒲郡市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例の

制定について 

9 月 26 日 

原 案 可 決 

第 ２４号議案 
地方公務員法及び地方自治法の一部を改正する法律の施行に

伴う関係条例の整備に関する条例の制定について 

9 月 26 日 

原 案 可 決 

第 ２５号議案 蒲郡市モーターボート競走事業収益基金条例の制定について 
9 月 26 日 

原 案 可 決 

第 ２６号議案 蒲郡市消防団条例の一部改正について 
9 月 26 日 

原 案 可 決 

第 ２７号議案 蒲郡市手数料条例の一部改正について 
9 月 26 日 

原 案 可 決 

第 ２８号議案 蒲郡市農業者支援交付金条例の制定について 
9 月 26 日 

原 案 可 決 

第 ２９号議案 
蒲郡市市道の構造の技術的基準を定める条例の一部改正につ

いて 

9 月 26 日 

原 案 可 決 

第 ３０号議案 蒲郡市水道事業給水条例の一部改正について 
9 月 26 日 

原 案 可 決 

第 ３１号議案 蒲郡市印鑑条例の一部改正について 
9 月 26 日 

原 案 可 決 

第 ３２号議案 蒲郡市災害弔慰金の支給等に関する条例の一部改正について 
9 月 26 日 

原 案 可 決 

第 ３３号議案 
蒲郡市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関

する基準を定める条例の一部改正について 

9 月 26 日 

原 案 可 決 

第 ３４号議案 
幼児教育・保育の無償化の実施に伴う関係条例の整備に関する

条例の制定について 

9 月 26 日 

原 案 可 決 

第 ３５号議案 蒲郡市受動喫煙防止条例の制定について 
9 月 26 日 

原 案 可 決 

第 ３６号議案 教育委員会委員の任命について 
9 月 5 日 

原 案 同 意 



  

議 案 番 号 件 名 備 考 

第 ３７号議案 市道の路線認定及び変更について 
9 月 26 日 

原 案 可 決 

第 ３８号議案 
平成３０年度蒲郡市水道事業会計未処分利益剰余金の処分に

ついて 

9 月 26 日 

原 案 可 決 

第 ３９号議案 
平成３０年度蒲郡市モーターボート競走事業会計未処分利益

剰余金の処分について 

9 月 26 日 

原 案 可 決 

第 ４０号議案 平成３０年度蒲郡市一般会計歳入歳出決算の認定について 
9 月 26 日 

原 案 認 定 

第 ４１号議案 
平成３０年度蒲郡市国民健康保険事業特別会計歳入歳出決算

の認定について 

9 月 26 日 

原 案 認 定 

第 ４２号議案 
平成３０年度蒲郡市後期高齢者医療事業特別会計歳入歳出決

算の認定について 

9 月 26 日 

原 案 認 定 

第 ４３号議案 
平成３０年度蒲郡市土地区画整理事業特別会計歳入歳出決算

の認定について 

9 月 26 日 

原 案 認 定 

第 ４４号議案 
平成３０年度蒲郡市企業用地造成事業特別会計歳入歳出決算

の認定について 

9 月 26 日 

原 案 認 定 

第 ４５号議案 
平成３０年度蒲郡市公共用地対策事業特別会計歳入歳出決算

の認定について 

9 月 26 日 

原 案 認 定 

第 ４６号議案 
平成３０年度蒲郡市下水道事業特別会計歳入歳出決算の認定

について 

9 月 26 日 

原 案 認 定 

第 ４７号議案 
平成３０年度蒲郡市三谷町財産区特別会計歳入歳出決算の認

定について 

9 月 26 日 

原 案 認 定 

第 ４８号議案 
平成３０年度蒲郡市西浦町財産区特別会計歳入歳出決算の認

定について 

9 月 26 日 

原 案 認 定 

第 ４９号議案 平成３０年度蒲郡市水道事業会計決算の認定について 
9 月 26 日 

原 案 認 定 

第 ５０号議案 平成３０年度蒲郡市病院事業会計決算の認定について 
9 月 26 日 

原 案 認 定 

第 ５１号議案 
平成３０年度蒲郡市モーターボート競走事業会計決算の認定

について 

9 月 26 日 

原 案 認 定 

第 ５２号議案 令和元年度蒲郡市一般会計補正予算（第４号） 
9 月 26 日 

原 案 可 決 

意見書案第２号 
定数改善計画の早期策定・実施と義務教育費国庫負担制度の堅

持及び拡充を求める意見書について 

9 月 26 日 

原 案 可 決 


